
特別調査　中小企業の将来を見据えた
　　　　　事業承継について

このレポートは、当金庫のお取引先264社に対し
2023年７～９月期の景気の現状と2023年１０～
１２月期の見通しを調査したものです。

166NO.

　２０２３年９月の日銀全国企業短期経済観測調査 (短観 )によると、企業の景況感
を示す業況判断指数 (DI) は、大企業・製造業は＋９で前回調査から４ポイント改善、
非製造業は＋2７で同４ポイント改善した。大企業の先行きは、製造業で１ポイント改
善の＋10、非製造業で６ポイント悪化の＋2１を予測している。中小企業・製造業の
DI は±０で前回調査から±０、非製造業は＋１９で２ポイント改善した。中小企業の
先行きは、製造業で２ポイント改善の+2、非製造業では５ポイント悪化の+1４と予
測している。
　信金中央金庫による全国の景況調査 (有効回答数13,352企業 )では、２０２３
年７～９月期 (今期 )の業況判断D.I. は▲7.0､前期比0.４ポイント改善と、コロナ
前の水準を回復するなかで小幅改善した。人手過不足判断 D.I. は▲25.０ と２四
半期続けて人手不足感が若干強まった。設備投資実施企業割合は 21.7％と前期
比０.１ポイント上昇した。業種別の業況判断 D.I. は全６業種中、建設業など４業種
で、地域別には全１１地域中、７地域でそれぞれ改善した。２０２３年１０～１２月期（来
期）の予想業況判断D.I.は▲4.4、今期実績比2.６ポイントの改善を見込んでいる。
業種別には不動産業などを除く４業種で、また､地域別には全１１地域中、北海道を
除く１０地域で改善の見通しとなっている。
　長野財務事務所による法人企業景気予測調査では、２０２３年７～９月期の景況
判断BSIは、全規模・全産業ベースで「下降」超幅が縮小している。これを規模別
にみると、大企業は「上昇」超に転じ、中堅企業は「下降」超幅が拡大し、中小企業は
「下降」超幅が縮小している。また、業種別にみると、製造業は「下降」超幅が縮小し、
非製造業は「下降」超幅が拡大している。先行きについては、大企業は「上昇」超で推
移する見通し、中堅企業は１０～１２月期に均衡となるものの、１～３月期に再び「下
降」超に転じる見通し、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっている。
　日銀松本支店による県内２０２３年９月の短観によると、業況判断指数は製造業が
▲１で前回調査から１ポイント改善、非製造業は+１２で５ポイント改善した。先行き
は製造業で１ポイント改善の±０、非製造業で８ポイント悪化の+４を予測している。
　当金庫の調査による東信地区内企業の総合業況判断指数 (DI) は、前期比 1.１
ポイント悪化の▲14.5となった。業種別では全6業種中、製造業が横ばい、小売
業・サービス業で改善した。翌期の業況判断指数は、今期実績比から２.７ポイント
悪化となる▲17.２を予測している。業種別で好調を維持していた不動産業は２０ポ
イントの悪化を見込んでおり、卸売業・建設業で改善見通しとなっている。
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　当金庫が実施した東信地区内262企業の回答（回答率99.2%）
によると、2023年7～9月期（今期）の総合業況判断指数 (DI)は
▲14.5と、前期比1.1ポイントの悪化となった。
　製造業・非製造業別のDIは、製造業が▲15.3で前期比±0ポイ
ント、非製造業は▲14.1で1.6ポイント下降した。
　売上・収益面では、前年同期比売上額判断DIが前期比3.8ポイ
ント低下の5.0、同収益判断DIが1.6ポイント上昇の▲9.5となっ
た。資金繰り判断 DI は▲14.1 と前期比 0.7 ポイントの小幅低下と
なった。雇用面では、人手過不足判断DIは▲24.8と、マイナス（人手
不足超）幅が前期比2.6ポイント拡大し人手不足感が強まった。また、前期比残業時間は▲1.5ポイントとなった。
　業種別の業況判断DIは、全6業種中、小売業、サービス業で前期より改善、製造業で横ばい、残る3業種は悪
化した。

　2023年7～９月期(翌期)の予測業況判断DIは▲17.2、今期実績比2.7ポイントの悪化を見込んでいる。
製造業・非製造業別においても、製造業が▲18.8 で今期実績比 3.5 ポイントの悪化を見込み、非製造業は▲
16.4で同2.3ポイント悪化を見込んでいる。業種別では全6業種中、卸売業（＋11.1）、建設業（+6.8）で改善の
見通し、製造業（▲3.5）、小売業（▲2.6）、サービス業（▲18.2）、不動産業（▲20.0）で悪化の見通しが示された。

　地区内企業が抱える経営上の問題点では、「売上の停滞・減少」が38.5％で引き続きトップとなった。以下、「利
幅の縮小(25.2％)」「人手不足(22.9％)」「同業者間の競争の激化(22.1％)」「材料価格上昇（16.4％）」が前回
と同様に上位項目となった。「仕入先からの値下げ要請」が低下した一方、「大型店との競争の激化」が増加した。

　当面の重点経営施策では、「経費を節減する」が50.4％で引き続きトップとなった。以下、「販路を広げる
（29.8％）」、「人材を確保する（29.8％）」、「情報力を強化する（13.0％）」が前回と同様に上位項目となった。
一方で「特になし（8.0％）」と回答する企業も一定数あった。

　長野労働局が発表した 2023 年 8月の県内有効求人倍率 ( 季節調整値 ) は、前年同月を 0.13 ポイント
下回る1.44倍となった。地域別では全ブロックで前年同月を下回り、安定所別でも全12安定所中、木曽福
島を除く11安定所で前年同月を下回った。
　東信地区の2023年8月の有効求人倍率(実数値)は、前年同月を0.18ポイント下回る1.43倍となり、
安定所別では上田地域が前年同月比0.19ポイント下回る1.40倍、小諸・佐久地域が同0.18ポイント下
回る1.45倍となった。

（2023.9.29　長野労働局発表資料「最近の雇用情勢（令和５年８月分）」に基づく）
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回答企業 18 社

　業況感は▲44.4、前年同月比で15.0ポイント悪化となり、前期比
でも15.0ポイント悪化、前期における今期見通し（▲17.6）も26.8
ポイント下回った。売上額・収益が悪化しており、資金繰りも厳しい
状況となっている。

　「売上の停滞・減少が55.6%でトップ。以下、「取引先の減少」、「仕
入先からの値上要請」がそれぞれ33.3%で続いた。「仕入先からの値
上要請」が前期比9.8ポイント上昇した。

　「販路を広げる」が55.6%でトップ。以下、「経費を節減（44.4%）」、
「品揃えを充実（27.8%）」、「情報力を強化（22.2%）」と続いた。「機械
化を推進（11.1％）」が前期比5.2ポイント上昇しランクインした。

　業況感は今期実績比11.1ポイント上昇の▲33.3と予測している
が、販売価格の下降から収益の悪化を見込んでおり、全体として厳し
い見通しとなっている。

　農産物卸売業では暑さ等による天候不順の影響で野菜の生育が良
くなく販売価格は変わらないものの商品品薄により売上が低下して
いる。肥料卸売業では仕入価格が減少していることから利幅は増加傾
向にある様子。包装資材卸売業では、地域の祭りやイベントの再開に
より売上は増加するものの、原価が上昇している。土産物卸売業では、
観光客も増加し、堅調に推移している。全体的に売上は回復している
が、原材料の高騰の影響が大きく、業況感の回復に至っていない。

27.8
44.4

55.6

22.2
11.1

▲ 33.3
0.0

▲ 11.1
　22.2
33.3
0.0

▲ 22.2

33.3

16.7

22.2

33.3

55.6

(29.4)

(23.5)

(5.9) ⑧

④

③

②

①

(47.1)

(64.7)

(23.5)

(29.4)

(17.6) ⑥④天候の不順

④人手不足

②仕入先からの値上要請

②取引先の減少

①売上の停滞・減少

①販路を広げる
②経費を節減
③品揃えを充実
④情報力を強化
⑤機械化を推進

②

④

②

①

(29.4)

(58.8)

▲ 44.4
5.6
5.6
38.9
55.6
16.7

▲ 27.8
▲ 16.7
▲ 22.2
38.9

▲ 29.4
11.8
11.8
35.3
41.2
5.9

▲ 11.8
▲ 17.6
▲ 5.9
47.1

10～12月7～9月
　業況感は▲15.3、前年同月比で11.7ポイント悪化したものの、前
期比では±０ポイントとなり、前期における今期見通し（▲17.6）を
2.3ポイント上回った。売上額、受注残、販売価格は前月と変わらず、
収益、資金繰りは小幅の悪化となった。

　「原材料高」が前期比4.7ポイント低下するも50.6%でトップ。以
下、「売上の停滞・減少（48.2%）」、「利幅の縮小（23.5%）」、「人手不
足（23.5%）」と続いた。「売上の停滞・減少」が前回より3.5ポイント
上昇した。

　「販路を広げる（52.9%）」が「経費を節減（48.2％）を抑えて引き続
きトップとなった。以下、「人材を確保（32.9%）」、「情報力を強化
（20.0%）」と続いた。「新製品・技術を開発（18.8％）」が順位を上げ
た。

　引き続き原材料価格の上昇は緩和され、資金繰りの改善が予想され
るが、売上額、受注残の減少から景況感の押し上げには至らず、業況感
は今期比3.5ポイント低下となる▲18.8と予測している。

　半導体関連については、生産調整があり受注が減少している先もあ
る。電子部品では紙幣デザイン刷新に対応する紙幣判別機の受注が好
調に推移している。一部の原材料価格の上昇は続いており、少しずつ
価格転嫁も受け入れられているものの、生産高が上がらないと材料代
上昇分をカバーできず苦慮している。中国向け輸出関連の製品は、中
国の経済状況が悪化していることから生産量が減退している。同様に
中国経済を懸念するコメントが多数寄せられた。
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10～12月7～9月
　業況感は±0と、前年同期比で4.5ポイント悪化するも、前期比で
13.6ポイント改善した。前期における今期見通し（▲9.1）を9.1ポ
イント上回った。材料価格は高止まりしているものの、売上額、収益、
資金繰りがいずれも改善した。

　「材料価格上昇」が前期比13.6％低下し59.1%となるが引き続き
トップ。以下、「利幅の縮小（31.8％）、「同業者間の競争の激化（31.8
％）」、「人手不足（27.3％）と続いた。「同業者間の競争の激化」が前期
比13.6ポイント上昇し、順位も5位から同率2位へアップした。

　「経費を節減」が前期比9.1ポイント上昇し引き続きトップ。以下、
「人材を確保（40.9%）」、「販路を広げる（22.7％）」、「不動産の有効活
用（18.2％）」と続いた。

　業況感は今期実績比 18.2 ポイント悪化の▲18.2 と予測してい
る。材料価格は若干低下となり、資金繰りは改善する見通しとなるが、
売上額、収益は悪化する予測となっている。

　旅館業では、新型コロナ5類以降、夏場は学生の合宿等あり宿泊客
は徐々に戻ってきている。貸コテージでは台風発生でキャンセルが増
加したものの、すぐに新しい予約が入り、台風の影響は軽微であった。
自動車整備では、一過性との認識であるが、ビッグモーターの社会問
題を背景に修理等の依頼が減少傾向との声もあった。クリーニング店
では猛暑の影響で、個人顧客が増加したが、近年増加しているコイン
ランドリーの出店を脅威に感じている。運送業では、高原野菜の量は
安定確保も価格が安定せず、原油高による配送コストの値上げ交渉が
難航している。
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10～12月7～9月

回答企業 78 社

　業況感は▲20.5と、前年同期比で9.5ポイント、前期比で2.6ポ
イントいずれも改善し前期における今期見通し（▲25.6）を5.1ポイ
ント上回った。売上額で2.5ポイント、収益で6.4ポイントそれぞれ
上昇した。

　「売上の停滞・減少」が43.6%でトップ。以下、「同業者間の競争の
激化（25.6％）」、「大型店との競争の激化（25.6％）」、「利幅の縮小
24.4％）」と続いた。「大型店との競争の激化」が7.7ポイント上昇し、
その他は前回と大きな変動はなかった。

　「経費を節減」が前期比5.1ポイント下降したものの、51.3%で引
き続きトップ。以下、「宣伝・広告を強化する（24.4％）」、「品揃えを充
実（20.5％）」、「売れ筋商品を扱う（19.2%）」と続いた。

　業況感は今期実績比小幅減少（▲2.6）となる▲23.1と予測してい
る。売上額が 14.1 ポイント低下するが、仕入価格も低下することか
ら、資金繰りは3.8ポイント改善される見通しとなった。

　自動車販売店では納期が短縮されたことから新車供給量が回復し、
中古車価格は適正価格に近付いている。靴販売店では猛暑により旅行
用の靴の販売が低調であったが、秋にかけてウォーキングシューズの
販売が好調である。飲食店では夏休み中は観光客も多く多忙であった
が、日本酒や洋酒の仕入が高騰しており収益を圧迫している。家具小
売店ではベッドなどの仕入価格が上昇しており販売価格設定に苦慮
している。酒類販売店では夏祭りの復活の影響が大きく売上に貢献し
た。全体的に大型店と競合する小規模な小売事業者については、コロ
ナの影響が緩和されても売上の回復が遅れている。
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④

②

①

(23.1)

(56.4)

(17.9)

(20.5)

(25.6) ③⑤仕入先からの値上要請

④利幅の縮小

③大型店との競争の激化

②同業者間の競争の激化

①売上の停滞・減少

①経費を節減
②宣伝・広告を強化する
③品揃えを充実
④売れ筋商品を扱う
⑤人材を確保

④

⑤

②

①

(26.9)

(44.9)

▲ 20.5
11.5
▲ 7.7
42.3
59.0
0.0

▲ 20.5
17.9
▲ 5.1
51.3

▲ 23.1
9.0

▲ 14.1
37.2
69.2
3.8

▲ 20.5
15.4

▲ 19.2
47.4

262261259 262262



▲ 6.7
0.0

▲ 6.7
　13.3
26.7

▲ 46.7
▲ 6.7

10～12月7～9月
 業況感は13.3 と、前年同期比で 6.7 ポイント悪化し、前期比では
20.0ポイント悪化した。また、前期における今期見通し（26.7）を
13.4ポイント下回った。引き続き好調を維持しているが、依然として
在庫は不足しており、売上及び収益は悪化となった。

　「販売商品・物件の不足」が60.0%でトップ。以下、「同業者間の競
争の激化（40.0％）」、「利幅の縮小（33.3％）」、「地価・商品物件の高
騰（33.3%）」、と続いた。一方で、「問題なし（20.0％）」が6.7ポイン
ト上昇しランクインした。

　不動産物件が不足しており、一早く物件を確保できるように「情報力
を強化」が 53.3% で引き続きトップとなった。以下「販路を広げる
（33.3％）」、「宣伝・広告を強化する（26.7％）」「経費を節減（20.0%）」
と続いた。

　業況感は今期から 20.0 ポイント低下となる▲6.7 ポイントを予
測しており、2020年9月以降プラス圏内にて推移していたが、マイ
ナスに転じる見通しとなった。

　軽井沢・御代田・佐久平周辺の分譲地は変わらず好調を維持して
おり、分譲地はすぐに完売となってしまうケースも発生している。一
方で、好調であった軽井沢エリアの不動産も落ち着きつつあるとの声
もあった。全体的に住宅メーカーからの問い合わせが少なくなり、資
材等の高騰により建築価格が上昇していることで、購入をためらって
いる顧客が多い模様。

26.7
33.3

53.3

20.0
13.3

33.3

20.0

33.3

40.0

60.0

(40.0)

(33.3)

(13.3) ⑥⑤問題なし

③地価・商品物件の高騰

③利幅の縮小

②同業者間の競争の激化

①販売商品・物件の不足

①情報力を強化
②販路を広げる
③宣伝・広告を強化する
④経費を節減
⑤提携先を見つける

④

②

②

①

(40.0)

(60.0)

13.3
0.0
13.3
26.7
40.0

▲ 33.3
0.0
0.0
0.0

33.3
26.7
20.0
33.3
20.0

▲ 33.3
▲ 6.7
33.3
26.7

(26.7)

(26.7)

(13.3) ⑤

③

③

②

①

(53.3)

(60.0)

0.0
0.0

▲ 6.8
▲ 11.4
▲ 6.8
54.5
15.9
▲ 4.5
▲ 2.3

10～12月7～9月
　業況感は▲6.8と、前年同期比で15.9ポイント悪化し、前期比で
も4.5ポイント悪化した。前期における今期見通し（▲13.6）を6.8
ポイント上回り、資金繰りは若干改善したものの、売上額が減少した。

　「材料価格上昇」が 68.2% で引き続きトップ。以下、「人手不足
（45.5%）」、「利幅の縮小（29.5％）」、「同業者間の競争の激化（27.3
％）」、「売上の停滞・減少（20.5％）」と続いた。「利幅の縮小」を問題点
とする企業が増加した。

　「経費を節減」が65.9％で引き続きトップとなる。以下、「人材を確
保（56.8％）」、「技術力を強化（45.5%）」、「販路を広げる（29.5％）」、
「情報力を強化（11.4％）」と続いた。前回調査と大きな変動はなかっ
た。

　業況感は今期実績比 6.8 ポイント改善となる±0を予測し、材料
価格は改善を見込んでいるものの、売上額や受注残、施工高、資金繰り
などで悪化見通しとなった。

　公共工事が少なく、工事量は減少傾向にある。公共工事を確保した
先でも、原油高の高騰により建築資材が高騰が続いており、当初の見
積での公共工事落札の価格と乖離してしまい利益の確保に困ってい
る。また、建設資材の高騰から価格面で折り合いがつかず、顧客から着
工の時期の見直しの話も来ている。工事量が多く業況は活発に推移し
ている先でも、人材が不足または高齢化しており仕事の段取りが難し
いとのこと。例年のことであるが、軽井沢町条例に基づく工事自粛期
間の影響で、売上減少、コスト負担があるとする企業が多く見られる
が、別荘建設需要は引き続き高水準で推移している。

45.5
56.8
65.9

29.5
11.4

29.5

27.3

20.5

45.5

68.2

(47.7)

(22.7)

(20.5) ⑤

④

③

①

①

(61.4)

(61.4)

(22.7)

(25.0)

(20.5) ⑤⑤売上の停滞・減少

④同業者間の競争の激化

③利幅の縮小

②人手不足

①材料価格上昇

①経費を節減
②人材を確保
③技術力を強化
④販路を広げる
⑤情報力を強化

③

④

②

①

(47.7)

(72.7)

▲ 6.8
2.3
4.5
6.8

▲ 6.8
68.2
15.9
▲ 2.3
4.5
0.0

▲ 11.4

▲ 2.3
6.8
0.0
4.5

▲ 11.4
81.8
27.3
4.5
2.3

▲ 4.5
▲ 22.7

回答企業 44 社

262261259 262262



項 目 全企業 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

項 目 全企業 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

「中小企業の将来を見据えた事業承継について」

①47.3％

②5.7％

③7.3％

⑧0.4％

④0.0％
⑤1.9％
⑥2.3％

⑦3.1％

⓪10.3％

⑨21.8％

47.347.3
5.75.7
7.37.3
0.00.0
1.91.9
2.32.3
3.13.1
0.40.4
21.821.8
10.310.3

55.355.3
7.17.1
11.811.8
0.00.0
2.42.4
2.42.4
7.17.1
0.00.0
11.811.8
2.42.4

44.444.4
5.65.6
5.65.6
0.00.0
0.00.0
5.65.6
5.65.6
0.00.0
22.222.2
11.111.1

42.342.3
2.62.6
1.31.3
0.00.0
2.62.6
2.62.6
1.31.3
0.00.0
25.625.6
21.821.8

45.545.5
13.613.6
9.19.1
0.00.0
0.00.0
0.00.0
0.00.0
0.00.0
22.722.7
9.19.1

43.243.2
6.86.8
11.411.4
0.00.0
2.32.3
2.32.3
0.00.0
2.32.3
29.529.5
2.32.3

46.746.7
0.00.0
0.00.0
0.00.0
0.00.0
0.00.0
0.00.0
0.00.0
33.333.3
20.020.0

①子供（娘婿などを含む）に承継①子供（娘婿などを含む）に承継

③非同族の役員、従業員に承継③非同族の役員、従業員に承継

⑤Ｍ＆Ａ（第三者への事業譲渡）等⑤Ｍ＆Ａ（第三者への事業譲渡）等
⑥忙しくて考える余裕がない⑥忙しくて考える余裕がない

④非同族の社外人材に承継④非同族の社外人材に承継

②その他の同族者（兄弟、親戚など）に承継②その他の同族者（兄弟、親戚など）に承継

⑨現時点で考えるつもりはない⑨現時点で考えるつもりはない
⑧身近に相談相手がいない⑧身近に相談相手がいない
⑦何から手をつけていいかわからない⑦何から手をつけていいかわからない

⓪現在の事業を承継するつもりがない⓪現在の事業を承継するつもりがない

⓪8.0％

①1.9％

②15.6％

③28.6％
④24.8％

⑤29.0％

⑥24.0％

⑦21.4％

⑧9.2％

⑨37.4％

［社長の年齢層］

［後継者について］

1.91.9 2.42.4 0.00.0 1.31.3 0.00.0 4.54.5 0.00.0
21.221.2 5.65.6 15.415.4 4.54.5 15.915.9 13.313.3
29.429.4 61.161.1 24.424.4 45.545.5 20.520.5 6.76.7
23.523.5 22.222.2 24.424.4 18.218.2 29.529.5 33.333.3
23.523.5 11.111.1 34.634.6 31.831.8 29.529.5 46.746.7

15.615.6
28.628.6
24.824.8
29.029.0

社長の年齢階層社長の年齢階層
①20歳代、30歳代①20歳代、30歳代
②40歳代②40歳代
③50歳代③50歳代
④60歳代④60歳代
⑤70歳代以上⑤70歳代以上

24.024.0
21.421.4
9.29.2
37.437.4
8.08.0

28.228.2
24.724.7
7.17.1
38.838.8
1.21.2

22.222.2
22.222.2
5.65.6
44.444.4
5.65.6

20.520.5
15.415.4
15.415.4
33.333.3
15.415.4

18.218.2
31.831.8
4.54.5
36.436.4
9.19.1

25.025.0
25.025.0
4.54.5
40.940.9
4.54.5

後継者について後継者について
⑥後継者はすでに決まっている⑥後継者はすでに決まっている
⑦後継者はいるが、まだ決まっていない⑦後継者はいるが、まだ決まっていない
⑧候補者が見当たらない⑧候補者が見当たらない
⑨まだ考えていない⑨まだ考えていない
⓪後継者は必要ない（事業譲渡希望、廃業予定など）⓪後継者は必要ない（事業譲渡希望、廃業予定など）

99.2

15

回
答
企
業
２
６
２
社
に
よ
る
調
査
結
果
で
す
。

今回は当金庫営業区域内（東信地区）中小企業経営者の皆さまに
「中小企業の将来を見据えた事業承継について」についてお聞きしました。

　社長（代表者）の年齢階層については、「70 歳代以上（29.0％）」が最も高く、以下「50 歳代（28.6％）」が続いた。
2016 年 3 月調査と比較すると、70 歳代以上の比率の上昇（23.0％→29.0％）が続いており、高齢化が進
んでいることがうかがえる。一方で、40～50歳代の比率も同時に上昇（43.0％→44.2％）していることから、
一部では世代交代が進んでいるものとみられる。
　また、後継者の決定状況については、「後継者はすでに決まっている」が 24.0％となり、2016 年 3 月調査
からは 3.4 ポイント低下した。一方で、「まだ考えていない（37.4％、0.7 ポイント増）」、「候補者が見当たら
ない（9.2％、1.7 ポイント増）」などが増加しており、全体的に後継者が決まっていない企業の割合が上昇して
いる。

　現時点における事業承継の考え方については、「子供（娘婿などを含む）に承継」が 47.3％と最も多くなり、
前回（2016 年）に同様の調査をしたときも 47％であった。規模や業種に関わらず４割以上の企業が子供への
承継を志向しており、一般的な傾向といえる。一方、「子供以外の同族者（5.7％）」、「非同族の役職員（7.3％）」「非
同族の社外人材に承継（0％）」、「Ｍ＆Ａ（事業譲渡）等（1.9％）」は、すべて１割未満の回答にとどまった。また、「現
時点で考えるつもりはない」との回答も 21.8% と多く、一方で「事業を継続するつもりがない」という回答も
10.3％と、将来の廃業を見据えている企業もみられた。

貴社の社長（代表者）の年齢階層はいずれに属しますか。次の①～⑤の中か
ら１つ選んでお答えください。
また、貴社の後継者問題について最も当てはまるものを⑥～⓪の中から１つ
選んでお答えください。

貴社の現時点における事業承継の考え方について最もあてはまるものを、次の
①～⓪のから１つ選んでお答えください。

●
調
査
時
点
２
０
２
３
年
９
月
　
日
現
在･

調
査
対
象
企
業
２
６
４
社（
回
答
率　

％
）

26.726.7
6.76.7
13.313.3
33.333.3
20.020.0

①事業の将来性

③後継者の力量

⑤従業員の雇用維持
⑥従業員の理解

④候補者の選定・確保

②取引先との信頼関係の維持
28.7
13.2
17.3
5.0
6.0
4.5
2.1
10.1
6.4
6.6

27.8
17.7
16.7
6.6
5.1
6.1
0.5
10.6
5.6
3.5

42.9
10.7
17.9
3.6
7.1
0.0
0.0
14.3
0.0
3.6

34.1
8.5
16.3
3.9
6.2
1.6
1.6
9.3
7.8
10.9

23.3
14.0
16.3
4.7
2.3
7.0
7.0
7.0
9.3
9.3

22.5
9.0
20.2
3.4
11.2
6.7
5.6
11.2
4.5
5.6

25.0
17.9
17.9
7.1
0.0
0.0
0.0
7.1
14.3
10.7

①後継者教育・セミナー等

③専門家（税理士等）の紹介

⑤事業承継前後の個人保証・担保への対応
⑥早期の事業承継の準備への助言等

④事業譲渡先の紹介

②個別相談
17.9
16.4
6.1
3.1
8.8
4.6
3.8
9.2
29.0
1.1

22.4
15.3
2.4
0.0
11.8
5.9
7.1
10.6
24.7
0.0

33.3
11.1
0.0
5.6
11.1
0.0
0.0
0.0
38.9
0.0

7.7
17.9
10.3
3.8
3.8
3.8
1.3
9.0
38.5
3.8

18.2
22.7
0.0
4.5
13.6
4.5
0.0
18.2
18.2
0.0

25.0
13.6
9.1
4.5
6.8
6.8
6.8
6.8
20.5
0.0

6.7
20.0
13.3
6.7
13.3
0.0
0.0
6.7
33.3
0.0

①事業を最適な先に譲渡できる

③取引関係を維持できる

⑤乗っ取りなど負のイメージがある
⑥中小企業にはなじまない

④事業拡大戦略の1つである

②従業員の雇用を維持できる
12.4
12.4
6.0
15.1
6.2
11.4
7.9
9.9
1.2
17.4

13.9
19.9
8.6
14.6
6.6
9.9
7.9
9.3
0.7
8.6

12.0
8.0
0.0
16.0
8.0
4.0
4.0
12.0
4.0
32.0

11.9
5.0
3.0
9.9
7.9
14.9
6.9
8.9
1.0
30.7

8.1
18.9
10.8
21.6
0.0
10.8
8.1
8.1
2.7
10.8

9.4
4.7
4.7
17.2
4.7
15.6
14.1
12.5
1.6
15.6

20.0
12.0
4.0
24.0
8.0
4.0
0.0
12.0
0.0
16.0

⑨その他

⑨特にない
⓪その他

⑧専門家の支援が必要なものである
⑦従業員の雇用維持に不安がある

⓪よくわからない

⑨個人資産の取扱い・相続税等の税金対策
⑧借入金・個人補償の引継ぎ
⑦譲渡金額

⓪特になし

⑧自社の問題であるため自社で解決
⑦承継後の事業計画策定への助言等



47.3
5.7
7.3
0.0
1.9
2.3
3.1
0.4
21.8
10.3

55.3
7.1
11.8
0.0
2.4
2.4
7.1
0.0
11.8
2.4

44.4
5.6
5.6
0.0
0.0
5.6
5.6
0.0
22.2
11.1

42.3
2.6
1.3
0.0
2.6
2.6
1.3
0.0
25.6
21.8

45.5
13.6
9.1
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
22.7
9.1

43.2
6.8
11.4
0.0
2.3
2.3
0.0
2.3
29.5
2.3

46.7
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
33.3
20.0

①子供（娘婿などを含む）に承継

③非同族の役員、従業員に承継

⑤Ｍ＆Ａ（第三者への事業譲渡）等
⑥忙しくて考える余裕がない

④非同族の社外人材に承継

②その他の同族者（兄弟、親戚など）に承継

⑨現時点で考えるつもりはない
⑧身近に相談相手がいない
⑦何から手をつけていいかわからない

⓪現在の事業を承継するつもりがない

1.9 2.4 0.0 1.3 0.0 4.5 0.0
21.2 5.6 15.4 4.5 15.9 13.3
29.4 61.1 24.4 45.5 20.5 6.7
23.5 22.2 24.4 18.2 29.5 33.3
23.5 11.1 34.6 31.8 29.5 46.7

15.6
28.6
24.8
29.0

社長の年齢階層
①20歳代、30歳代
②40歳代
③50歳代
④60歳代
⑤70歳代以上

24.0
21.4
9.2
37.4
8.0

28.2
24.7
7.1
38.8
1.2

22.2
22.2
5.6
44.4
5.6

20.5
15.4
15.4
33.3
15.4

18.2
31.8
4.5
36.4
9.1

25.0
25.0
4.5
40.9
4.5

後継者について
⑥後継者はすでに決まっている
⑦後継者はいるが、まだ決まっていない
⑧候補者が見当たらない
⑨まだ考えていない
⓪後継者は必要ない（事業譲渡希望、廃業予定など）

26.7
6.7
13.3
33.3
20.0

項 目 全企業 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

項 目 全企業 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

項 目 全企業 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

「
中
小
企
業
の
将
来
を
見
据
え
た
事
業
承
継
に
つ
い
て
」

①事業の将来性①事業の将来性

③後継者の力量③後継者の力量

⑤従業員の雇用維持⑤従業員の雇用維持
⑥従業員の理解⑥従業員の理解

④候補者の選定・確保④候補者の選定・確保

②取引先との信頼関係の維持②取引先との信頼関係の維持
28.728.7
13.213.2
17.317.3
5.05.0
6.06.0
4.54.5
2.12.1
10.110.1
6.46.4
6.66.6

27.827.8
17.717.7
16.716.7
6.66.6
5.15.1
6.16.1
0.50.5
10.610.6
5.65.6
3.53.5

42.942.9
10.710.7
17.917.9
3.63.6
7.17.1
0.00.0
0.00.0
14.314.3
0.00.0
3.63.6

34.134.1
8.58.5
16.316.3
3.93.9
6.26.2
1.61.6
1.61.6
9.39.3
7.87.8
10.910.9

23.323.3
14.014.0
16.316.3
4.74.7
2.32.3
7.07.0
7.07.0
7.07.0
9.39.3
9.39.3

22.522.5
9.09.0
20.220.2
3.43.4
11.211.2
6.76.7
5.65.6
11.211.2
4.54.5
5.65.6

25.025.0
17.917.9
17.917.9
7.17.1
0.00.0
0.00.0
0.00.0
7.17.1
14.314.3
10.710.7

①後継者教育・セミナー等①後継者教育・セミナー等

③専門家（税理士等）の紹介③専門家（税理士等）の紹介

⑤事業承継前後の個人保証・担保への対応⑤事業承継前後の個人保証・担保への対応
⑥早期の事業承継の準備への助言等⑥早期の事業承継の準備への助言等

④事業譲渡先の紹介④事業譲渡先の紹介

②個別相談②個別相談
17.917.9
16.416.4
6.16.1
3.13.1
8.88.8
4.64.6
3.83.8
9.29.2
29.029.0
1.11.1

22.422.4
15.315.3
2.42.4
0.00.0
11.811.8
5.95.9
7.17.1
10.610.6
24.724.7
0.00.0

33.333.3
11.111.1
0.00.0
5.65.6
11.111.1
0.00.0
0.00.0
0.00.0
38.938.9
0.00.0

7.77.7
17.917.9
10.310.3
3.83.8
3.83.8
3.83.8
1.31.3
9.09.0
38.538.5
3.83.8

18.218.2
22.722.7
0.00.0
4.54.5
13.613.6
4.54.5
0.00.0
18.218.2
18.218.2
0.00.0

25.025.0
13.613.6
9.19.1
4.54.5
6.86.8
6.86.8
6.86.8
6.86.8
20.520.5
0.00.0

6.76.7
20.020.0
13.313.3
6.76.7
13.313.3
0.00.0
0.00.0
6.76.7
33.333.3
0.00.0

①28.7％

②13.2％
④5.0％

③17.3％

⑧10.1％

⑤6.0％

⑥4.5％

⑦2.1％

⑨6.4％

⓪6.6％

①17.9％

②16.4％

③6.1％
⑧9.2％

④3.1％

⑤8.8％⑥4.6％
⑦3.8％

⓪1.1％

⑨29.0％

①12.4％

②12.4％

③6.0％

⑧9.9％

④15.1％

⑤6.2％⑥11.4％

⑦7.9％

⓪17.4％

⑨1.2％

9 5
①事業を最適な先に譲渡できる①事業を最適な先に譲渡できる

③取引関係を維持できる③取引関係を維持できる

⑤乗っ取りなど負のイメージがある⑤乗っ取りなど負のイメージがある
⑥中小企業にはなじまない⑥中小企業にはなじまない

④事業拡大戦略の1つである④事業拡大戦略の1つである

②従業員の雇用を維持できる②従業員の雇用を維持できる
12.412.4
12.412.4
6.06.0
15.115.1
6.26.2
11.411.4
7.97.9
9.99.9
1.21.2
17.417.4

13.913.9
19.919.9
8.68.6
14.614.6
6.66.6
9.99.9
7.97.9
9.39.3
0.70.7
8.68.6

12.012.0
8.08.0
0.00.0
16.016.0
8.08.0
4.04.0
4.04.0
12.012.0
4.04.0
32.032.0

11.911.9
5.05.0
3.03.0
9.99.9
7.97.9
14.914.9
6.96.9
8.98.9
1.01.0
30.730.7

8.18.1
18.918.9
10.810.8
21.621.6
0.00.0
10.810.8
8.18.1
8.18.1
2.72.7
10.810.8

9.49.4
4.74.7
4.74.7
17.217.2
4.74.7
15.615.6
14.114.1
12.512.5
1.61.6
15.615.6

20.020.0
12.012.0
4.04.0
24.024.0
8.08.0
4.04.0
0.00.0
12.012.0
0.00.0
16.016.0

⑨その他⑨その他

⑨特にない⑨特にない
⓪その他⓪その他

⑧専門家の支援が必要なものである⑧専門家の支援が必要なものである
⑦従業員の雇用維持に不安がある⑦従業員の雇用維持に不安がある

⓪よくわからない⓪よくわからない

⑨個人資産の取扱い・相続税等の税金対策⑨個人資産の取扱い・相続税等の税金対策
⑧借入金・個人補償の引継ぎ⑧借入金・個人補償の引継ぎ
⑦譲渡金額⑦譲渡金額

⓪特になし⓪特になし

⑧自社の問題であるため自社で解決⑧自社の問題であるため自社で解決
⑦承継後の事業計画策定への助言等⑦承継後の事業計画策定への助言等

　事業承継を行う際の問題点については、「事業の将来性」が 28.7％と最も多くなった。従業員規模、業種を問
わずほぼすべての階層で最も多くの回答を集めており、事業の将来性が事業承継に当たっての最も大きな問題点
であるといえる。以下、「後継者の力量」が 17.3％、「取引先との信頼関係の維持」が 13.2％、「借入金・個人
保証の引継ぎ」が10.1％で続いた。従業員規模別にみると、規模が大きいほど「後継者の力量」や「候補者の選定・
確保」、「個人資産の取扱い・相続税等の税金対策」との回答が多く、規模が小さいほど「借入金・個人保証の引継ぎ」
との回答が多い傾向にあった。

　事業承継を進めるうえで信用金庫に期待することについては、「後継者教育・セミナー等」が17.9％、「個別相談」
が16.4％となった。2016年3月調査においても特定の項目に集中しておらず、企業によって期待するものは様々
であるといえる。一方で、「自社の問題であるため自社で解決（9.2％）」、「特にない」は29.0％となった。

　Ｍ＆Ａへの認識については、「事業拡大戦略の１つである」が 15.1％と最も多くなり、前回（2007 年）に同
様の調査をした時の11.5％から増加した。「事業を最適な先に譲渡できる（12.4％）」も、前回（7.6％）から増加し、
総じて肯定的な認識が強まっている。
一方、「中小企業にはなじまない（今回11.4％、前回23.3％）」、「乗っ取りなど負のイメージがある（今回6.2％、
前回 15.3％）」など、否定的な認識は総じて弱まった。「よくわからない（今回 17.4％、前回 9.1％）」の回答
も増加しており、業種別よる認識度の違いがみられた。

貴社では事業承継を行おうとする際に、どのようなことが問題になると考えら
れますか。次の①～⓪の中から３つ以内で選んでお答えください。

中小企業が円滑に事業承継を進めていく上で、信用金庫には何を期待しますか。
信用金庫に対して期待していること、もしくは今後期待したいことについて、
最もあてはまるものを次の①～⓪の中から１つ選んでお答えください。

近年、中小企業におけるＭ＆Ａ（第三者への事業譲渡）が話題になっていますが、
M&A についてどのような認識を持っていますか。下記の①～⓪の中から３つ
以内で選んでお答えください。



2023.7～9 2023.10～12

262262

▲14.5
(▲16.1)
6.5
(2.7)
3.1

(▲ 6.2)
6.8

(▲ 2.3)
▲ 5.7
(▲ 6.5)
32.1
(21.5)
55.9
(41.8)
49.4
(35.3)
9.4
(7.1)
59.1
(27.3)
72.7
(71.2)
15.9
(13.6)
▲ 1.9
(▲ 5.2)
▲14.1
(▲10.7)

5.0
▲ 9.5
49.0

(▲17.2)

(▲ 4.6)

(▲11.6)

(▲11.4)

(▲14.9)

(16.3)

(35.1)

(31.8)

(3.5)

(45.5)

(59.1)

(15.9)

(▲ 6.5)

(▲12.2)

2023.4～62023.1～3

261259259 262262262262

▲13.4
(▲14.9)
4.6
(6.9)
▲ 1.6
(0.8)
4.5
(4.7)

▲10.0
(▲ 8.0)
30.3
(25.4)
58.2
(55.4)
56.5
(47.1)
4.7

(▲ 1.2)
36.4
(22.7)
83.3
(70.8)
27.3
(16.3)
0.6

(▲ 5.2)
▲13.4
(▲ 9.5)
8.8

▲11.1
47.4



2023.7～9 2023.10～12

262262

▲ 1.5
(0.0)

▲24.8
(▲25.7)
24.8
75.2
21.4
78.6
8.0
61.8
12.6
17.6
▲ 7.7
(▲ 5.3)
10.3
(15.5)
29.4
(23.9)
23.5
(29.6)
14.7
(8.5)
14.7
(21.1)
7.4
(1.4)
75.6
(71.6)

(2.3)

(▲25.2)

(▲ 9.7)

(14.3)

(25.4)

(28.6)

(14.3)

(12.7)

(4.8)

(75.6)

2023.4～62023.1～3

261259259 262262262262

▲ 3.1
(0.8)

▲22.2
(▲21.8)
14.6
85.4
21.8
78.2
7.3
58.2
11.9
22.6
▲ 5.3
(▲ 7.7)
13.2
(13.0)
13.2
(21.7)
28.9
(29.0)
19.7
(17.4)
15.8
(15.9)
9.2
(2.9)
71.3
(72.1)



2023.　 7～92023.　 4～6

2023.　 7～92023.　 4～6

①38.5
③22.9
3.1

④22.1
0.0
0.4
2.7

②25.2
⑤16.4
3.1
0.4
11.5
9.5
5.3
0.4
8.8
1.5

⑤16.4
4.2
0.8
1.9
7.3
2.3
0.0
0.0
0.0
1.5
5.3
5.7
1.1
3.4
1.9
3.8
7.6
1.9
1.1

①39.1
③24.1
4.2

④21.8
0.8
0.8
2.7

②26.1
18.0
1.5
0.0
13.8
9.6
6.1
1.5
8.8
2.3

⑤18.4
3.1
0.8
1.9
7.3
1.5
0.0
0.0
0.0
1.1
5.0
6.1
0.8
3.1
1.9
2.7
5.4
3.8
0.4

②29.8
①50.4
④13.0
6.1
1.5
1.9
7.6

②29.8
0.8
8.8
2.3
1.5
4.6
8.0
5.3
⑤9.2
3.4
4.2
0.0
5.7
3.1
8.8
0.4
0.4
0.0
0.4
0.8
8.0

③29.1
①51.3
④14.9
5.7
1.9
2.3
9.2

②30.7
1.1
⑤10
1.5
1.5
3.8
7.3
5.7
9.6
1.5
3.4
0.4
6.1
3.8
8.8
0.4
0.0
0.0
0.4
0.0
8.0



上田しんきん経営塾21
「令和5年度第2回セミナー（夏季特別セミナー）」
および「令和５年度夏季交流会」を開催しました

7信用金庫による「中部横断自動車道開通に伴う
連携に関する協定書」を締結しました

第２６回信用金庫社会貢献賞の会長賞を受賞しました

　2023 年 9 月 15 日に佐久市の佐久平プラザ 21に
て上田しんきん経営塾21「令和5年度第2回セミナー
（夏季特別セミナー）」、および「令和5年度夏季交流会」
を開催いたしました。セミナーには、信金中央金庫 地域・
中小企業研究所　主任研究員の鉢嶺実氏を講師として
招き、『環境激変に挑む、中小企業の経営事例』をテーマ
として、多くの上田しんきん経営塾21会員の皆様が、全
国の中小企業の取り組み事例をもとに、自社でも活用で

きるような事業施策、事業活動等について学びました。
上田しんきん経営塾21では、景気動向（世情）のほか、事業承継（後継者教育）、販路拡大、人材確保など、経営者が抱え
るさまざまな問題をテーマとしたセミナーを定期的に実施しております。上田しんきん経営塾 21 にご興味のある企
業様がおられましたら、お気軽に当金庫地域事業部までご連絡をお願いいたします。

　2023年9月19日に当金庫は、2021年11月30日にしずおか焼津信用金庫、山梨信用金庫、甲府信用金庫、諏
訪信用金庫が締結した「中部横断自動車道開通に伴う連携に関する協定書」へ、新たに長野信用金庫、松本信用金庫とと
もに加入いたしました。中部横断自動車道開通に伴う経済交流（物流・文化・観光）の活性化が見込まれる山梨県、長野
県、静岡県において、7信用金庫が連携して、それぞれの地域の顧客支援サービスの向上を図り、地域経済の発展に貢献
していくことを目指しております。

　上田市、上田商工会議所、有限会社和晃、上田バス株式会社、上田電
鉄株式会社、当金庫をコアメンバーとして立ち上げた「上田市公共交
通キャッシュレス化プロジェクト」をはじめとする「上田市スマート
シティ化計画の推進支援」が第 26 回信用金庫社会貢献賞の最高賞
に当たる会長賞を受賞し、令和5年6月21日に開催された全国信
用金庫協会通常総会の議事に先立ち、表彰を受けました。本賞は、全
国の信用金庫の取り組みの中から、最も社会（担当地域）に貢献した

プロジェクトに与えられるものであります。今後も取引先事業者の課題解決、本業支援、また長野県
東信エリアの発展のため取組んでまいります。

【敬称略】ブロンズ像



2023年9月1日～9月15日調査時点

2023年10月31日


